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以下の問題１、問題２について解答しなさい。 

 

問題１．次の文章は、阿部大輔「オーバーツーリズムを超えて（1）～（3）」より一部抜粋・改変

したものである。これを読んで、後の設問に解答しなさい。 

 

 20世紀は観光の時代であった。21世紀に入ってもその①趨勢は加速するばかりだ。世界におけ

る海外旅行者数は1950年の約2,500万人から、新型コロナウイルスの㋐世界的大流行直前の2019

年には14億人を超えるまでになった。 

 観光客数はコロナ禍で②ゲキゲンしたものの、国連世界観光機関（UNWTO）によると、現在ま

でにコロナ以前の90%程度まで回復し、30年までには18億人に達すると予想されている。 

 日本は長らく㋑訪日外国人旅行者より、㋒出国日本人が優勢であった。しかし、07年1月の観

光立国推進基本法施行、08年の観光庁設置などの基盤整備が進み、15年にはその数が③逆転し

た。 

 国家戦略として観光に取り組む理由の一つは、観光を通した消費拡大で、地域再生を実現する

ことだ。観光は、観光客が出発地から目的地までの交通費や現地での飲食費、宿泊費などを支払

うことで成立する経済活動だ。需要者である観光客と接し、交通や旅行、宿泊や飲食といった財

・サービスを提供する数多くの産業が存在する。 

 21世紀に入り、観光産業は④ケンチョウな成長を遂げた。特に10年代に入ると、観光産業は世

界の国内総生産（GDP）の10%を占めるまでになり、雇用面でも同様の地位を⑤築くことになっ

た。コロナ禍以前は年率3%を超える成長を継続的に記録する「優良産業」であった。 

 地域・都市側には、観光客にうまくお金を落としてもらうことで地域経済を⑥活性化し、雇用

の増大につなげたいという動機が生じる。観光資源に恵まれているような地域では、観光産業は

地域をリードする産業に躍り出た。ただ、観光客を受け入れる地域・都市側の事情も無視できな

い。近年はオーバーツーリズムが社会問題化し、観光と地域の共存が課題となりつつある。 

 日本では多くの地域が、人口減少や地域経済の⑦疲弊といった課題を抱えている。こうした地域

は、地域外からの資源（人材やお金）を呼び込むため、住民主体や官民協働で地元の資源を磨き、

固有の魅力づくりを進めようとする。観光は地域⑧シンコウの重要な手がかりのひとつだ。ここに

「観光まちづくり」という運動が生まれる。現在では、観光まちづくりとの言葉に違和感を覚える

人は少ないと思われるが、（Ａ）「観光」と「まちづくり」は根本的な発想が異なるものだ。 

 観光は地域資源を利活用した経済活動（ビジネス）だ。一方、まちづくりは地域社会を⑨基盤

に、住民が主体的に展開する生活環境の改善運動（ボランティア）だ。近年のオーバーツーリズム

を例にとるまでもなく、観光と地域社会の⑩軋轢は洋の東西を問わず、しばしば議論になってき

た。 

 しかし、近年になって両者が接近し、「観光まちづくり」が全国津々浦々で展開されている。 

息の長い⑪ジミチなまちづくり活動は、⑫一朝一夕では生み出せない魅力的な景観や町並みをもた

著作権の関係上、この部分の公開をしていません。 
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らす。それらが観光的視点を生み、多くの来訪者を引き付ける。地域外からの好評価は、地元に 

ちょっとした誇りをもたらし、さらなる活動が展開されるという循環が生まれる。 

 観光客の視点からも、訪れたくなる空間や会ってみたい人物がそろっている地域には再訪する動

機が生まれる。広島県尾道市では、空き家を再生するまちづくりの展開が新たな観光⑬キャクソウ

を呼び込んでいる。東京都大田区では町工場を来訪者に公開し、モノづくりの技術や職人と触れ合

うことができる「おおたオープンファクトリー」が地域を元気づけている。 

 来訪者が増えることで、まちに活力がよみがえる事例は⑭枚挙にいとまがない。近年では災害か

らの復興まちづくりにも、観光的視点を取り入れる重要性が指摘されている。住民がいきいきと暮

らし、地域経済が自立するみちすじを見いだすためにも、観光の視点を取り込んだまちづくりが要

請されている。 

 （Ｂ）観光を巡る議論において、いくつかの逆説をはらんでいる。観光とは、個人の日常生活圏

外（非日常圏）への旅行に伴う活動だ。観光客は自分が居住する地域から、域外である観光先（訪

問地）に移動し、そこで飲食や娯楽、宿泊などの財やサービスを消費する。この⑮コウズは、いく

つかの点で観光活動における⑯葛藤を生む。 

 観光客にとっての旅行のメリットは非日常性だ。普段住んでいる地域とは異なる環境を有する地

域があれば、そこに観光しようという動機となる。しかし、観光客にとって「非日常性に満ちた目

的地（旅行先）」には、日常生活を⑰営む人々が住んでいる。観光客がもたらす各種の活動が先鋭

化すると、オーバーツーリズムと呼ばれる現象が生じる。 

 観光には、地域に経済的利益をもたらすというメリットがあるが、そのメリットは観光事業に関

わっていない住民には実感しづらく、観光客は招かれざる客という側面があるのも事実だ。観光は

地域の雇用創出にも貢献するが、季節労働の性質も持つ観光業は、安定的な雇用状況にあるとはい

えない。 

 観光活動の⑱カジョウな集積は地域環境に負荷を与えることもある。訪日外国人に不可欠な飛行

機は、二酸化炭素（CO2）排出量が多く、環境負荷の高い輸送手段だ。地域の受け入れ⑲ヨウリョ

ウを超える観光客が訪問すれば、ごみの増加によって自然環境・生態系への悪影響が生じるかもし

れない。また、域内の交通量増加は交通⑳渋滞を招き排出ガスをさらに増加させる。観光客のマナ

ーの低下は、住民の生活環境を悪化させるかもしれない。 

 米ハワイ州のハナウマ湾では、コロナ禍の期間に水質改善や生態系の回復が進んだことが報告さ

れている。こうした事例は、観光需要がいかに環境負荷をもたらしていたのかを端的に物語ってい

る。観光が地域に不可欠であることを踏まえた上で、こうした葛藤をいかに乗り越えていくかが、

㋓コロナ禍の後の観光政策に不可欠な視点だ。 

（出所：阿部大輔（龍谷大学教授）「オーバーツーリズムを超えて（1）～（3）」日本経済新聞朝刊 

 2024年5月14～16日の連載より一部抜粋・改変） 

  

著作権の関係上、この部分の公開をしていません。 
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設問１．文章中の下線部①～⑳の語句について、漢字は読みがなに、カタカナは漢字に変え、そ

れぞれの解答欄に記入しなさい。 

 

設問２．文章中の二重下線部㋐～㋓の日本語と同義のカタカナ語を下の語句群から選んで、番号

で解答欄に記入しなさい。 

1. エンデミック   2. ポストコロナ  3. パンデミック   4. ビフォーコロナ    

5. アウトバウンド  6. プリコロナ   7. デスクバウンド  8. インバウンド 

 

設問３．本文の内容について、次の記述から正しいものを１つ選んで、番号を解答欄に記入しな

さい。 

     1. 今日までは訪日外国人旅行者数より、出国日本人旅行者数がずっと優勢であっ

た。 

     2. 2007年の観光立国推進基本法の施行、2008年の観光庁設置などの基盤整備が進ん

だ後は、出国日本人旅行者数より、訪日外国人旅行者数のほうが優勢であった。 

     3. 2014年までは出国日本人旅行者数より、訪日外国人旅行者数のほうが少なかった

が、2015年からはその数が逆転した。 

         4. 2015年からは訪日外国人旅行者数と出国日本人旅行者数が逆転し、出国日本人旅

行者数が優勢に転じた。 

 

設問４．波線（Ａ）「観光」と「まちづくり」は根本的な発想が異なるという記述について、以

下の問いに答えなさい。 

 

  問１. 両者が異なる理由を４０字以内でまとめなさい。 

  問２. 近年、両者が接近するようになった理由について、１５０字以内でまとめなさい。 

 

設問５．波線（Ｂ）観光を巡る議論において、いくつかの逆説をはらんでいるという記述につい

て、本文より３つ視点から観光活動における逆説を、３００字程度でそれぞれ例を挙げ

ながら説明しなさい。 
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問題２．次の日本語の文章を読んで、あとの設問に解答しなさい。 

 

自国と（ ａ ）の貨幣の交換比率である為替レートの変動は、国際金融現象の代表例です。

たとえば、円ドル・レートは戦後から 1971 年の初めまで、1 ドル＝360 円に固定されていました。 

固定レートといっても、何かしらの法律等で決まっていたわけではありません。日々の外国為

替市場におけるドルに対する需要と（ ｂ ）で為替レートが決まっていたわけです。 

１ドル＝360 円から大きく①かいりすると、日本の通貨当局がドルの売買注文を出してそれ以

上の①かいりを抑えていたのです。 

このような操作を外国為替市場への②かいにゅうといいます。 

一方、（ ｃ ）為替レート制度は、当局が外国為替市場に②かいにゅうせず、為替レートの

動きを市場に任せる制度です。 

主要先進国の間では 1973年から（ ｃ ）為替レート制度が主に採用されていますが、世界全

体を見ると（ ｄ ）レート制度のほうが③しゅりゅうとなっています。 

（ ｅ ）とサービスの輸出額から輸入額を引いた金額が貿易サービス収支です。さらに自国

の居住者が保有する外国資産の利子・配当を加えたものが④けいじょう収支です。これがプラス

（黒字）だと通貨高に、逆は通貨安になる⑤けいこうがあります。 

輸出入の最も重要な決定⑥よういんは（ ｆ ）競争力です。物価が上がった国のモノは

（ ｆ ）競争力を失って売れなくなり、④けいじょう収支は悪化、通貨安になります。この考

え方を徹底させ、ちょうど内外の物価格差を打ち消すように為替レートが決まるという考え方を

⑦こうばい力平価説といいます。 

次の図では円ドル・レートを日米の相対的な物価水準の動きと比較しています。 

30年強という長期で見ると両者の（Ａ）相関が存在するといえそうですが、5年や 10年程度で

はほとんど何の相関もなさそうです。 

著作権の関係上、この部分の公開をしていません。 
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（出所：植田和男『〔図解〕大学 4 年間の金融学が 10 時間でざっと学べる』KDOKAWA 2018 年  

78 頁～79 頁より引用・一部改変） 

 

設問１．文章中の下線部①～⑦の語句について、すべて漢字に直し、それぞれの解答欄に記入し

なさい。 

 

設問２．文章中の（ａ）～（ｆ）の空欄に、最もよくあてはまる語句を次の語群から選んで、番

号を解答欄に記入しなさい。 

1. 外国   2. 輸出   3. 変動  4. 浮動   5. 財    6. 消費者 

7. 消費   8. 固定    9. 国際  10. 国内  11. 価格  12. 価額 

13. 需給  14. 供給 

 

設問３．波線（Ａ）の語句を用いて、簡単な例文を 50文字程度で作りなさい。 

 

設問４．グラフについて、200字程度で説明しなさい。 

著作権の関係上、この部分の公開をしていません。 




